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株式会社寿々 （単位：千円）

科目 金   額 科目 金   額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流動資産 1,804,809 流動負債 972,687

現金及び預金 846,600 買掛金 39,000

売掛金 87,348 短期借入金 100,000

未収診療報酬 606,010 未払金 96,071

リース投資資産 182,982 未払費用 506,427

立替金 140 未払法人税等 19,271

前払費用 60,166 未払消費税等 9,075

短期貸付金 722 前受金 50,671

未収入金 15,832 預り金 77,242

仮払金 1,407 賞与引当金 7,574

その他 3,596 リース債務 17,936

固定資産 1,527,815 その他 49,416

有形固定資産 868,427

建物 202,024

建物附属設備 88,113

構築物 42,852

機械装置 1,650 固定負債 1,446,265

車両運搬具 62,023 長期借入金 946,717

器具及び備品 71,802 退職給付引当金 59,425

リース資産 307,369 資産除去債務 14,351

減価償却累計額 △ 187,066 リース債務 383,371

土地 88,291 その他 42,400

建設仮勘定 191,364

無形固定資産 3,317

ソフトウェア 3,317 負債合計 2,418,953

投資その他の資産 656,070 (純 資 産 の 部)

投資有価証券 41,745 株主資本 915,272

出資金 110 資本金 3,000

敷金 58,080 資本剰余金 173,682

差入保証金 39,892 その他資本剰余金 173,682

長期前払費用 12,339 利益剰余金 738,589

繰延税金資産 132,003 利益準備金 2,000

保険積立金 371,900 繰越利益剰余金 736,589

長期滞留債権 13,745 (うち当期純利益） (216,441)

貸倒引当金 △ 13,745 評価・換算差額等 △ 1,600

その他有価証券評価差額金 △ 1,600

純資産合計 913,671

資産合計 3,332,624 負債・純資産合計 3,332,624

第17期 貸借対照表
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建物 29年～50年

建物附属設備 6年～29年

構築物 15年～20年

車両運搬具 2年～6年

器具及び備品 4年～15年

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

(2)無形固定資産

（貸借対照表に関する注記）

関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 1,905千円

長期金銭債権 31,850千円

短期金銭債務 8,493千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 60株

（１株当たり情報に関する注記）

15,227,859円28銭

3,607,355円37銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており
ます。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定による法定繰入率により計上するほ
か、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しております。

従業員の賞与の支払に充てるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計上しております。退職給付債
務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。過去
勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理
しております。

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により、売却原価は移動平均法により算定)

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

１株当たり純資産

１株当たり当期純利益

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2)賞与引当金

(3)退職給付引当金

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

(イ)リース資産以外の有形固定資産

定率法によっております。

ただし、建物及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

(ロ)リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。


